
時間外･休日労働に関する協定届
の作成･届出手続方法

（R030401）



届出事由

届出期日

届出単位

届出先

届出方法

法定時間外労働・法定休日労働を行わせる場合

あらかじめ
（法定時間外労働・法定休日労働を行わせるより前）

各事業場（支店・支社・工場・営業所 など）

各事業場を所轄する労働基準監督署
（監督部署：方面、監督課、監督安衛課 など）

届出様式 労働基準法施行規則に定める様式

36協定届の作成･届出手続

1

【電子申請】or【紙媒体提出（窓口提出･郵送）】

届出部数 2部 【届出用】＋【控用】

【控用】は、受付印を押印のうえ、返戻されます。

【紙媒体提出】の場合



届出単位・届出先

A 労基署管内

B 労基署管内

C 労基署管内

A 労基署

B 労基署

C 労基署

本社

支店

工場

工場

届出

届出

届出

各事業場単位で、所轄労基署へ届出

届出

2



届出先（岡山県内）

事業場の所在地 届出先労基署（部署）
所在地・電話番号

岡山市、玉野市、瀬戸内市、
吉備中央町のうち旧加茂川町地域

岡山署（方面）
〒700-0913

岡山市北区大供2-11-20 
086-225-0591

倉敷市、総社市、早島町 倉敷署（方面）
〒710-0047

倉敷市大島407-1
086-422-8177

津山市、真庭市、美作市、久米南町、美咲町、
勝央町、奈義町、鏡野町、西粟倉村、新庄村

津山署（監督課）
〒708-0022

津山市山下9-6
0868-22-7157

笠岡市、井原市、浅口市、里庄町、矢掛町 笠岡署（監督・安衛課）
〒714-0081

笠岡市笠岡5891
0865-62-4196

備前市、赤磐市、和気町 和気署（監督・安衛課）
〒709-0442

和気郡和気町福富313
0869-93-1358

新見市、高梁市、吉備中央町のうち旧賀陽町地域 新見署（監督・安衛課）
〒718-0011

新見市新見811-1
0867-72-1136
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届出様式
（使用様式の選択）

様式9号の4

様式9号の2

様式9号

【2枚1組】

適用猶予業務・業種ですか？

特別条項は
ありますか？

事業場外みなし協定付記 ➡ 様式9号の5

労使委員会決議届 ➡ 様式9号の6

労働時間設定改善委員会決議届 ➡ 様式9号の7

ない

5

6

7

1

2

4

ある

自動車運転業務

医師

建設事業
(含 交通誘導警備業務)

記入方法解説

4

様式9号の3

適用除外業務ですか？

新商品・新技術の研究開発業務

3該当しない

該当しない

令和3年4月1日以降の届出から様式変更

➊押印マークの削除（押印原則の見直し）

➋チェックボックスの新設（協定当事者の適格性確認）

START



届出部数

事業場 労基署

受付印押印

36
協定

控 用

返戻

受付

36
協定

提出用

36
協定

控 用

届出

【控用】は、受付印を押印のうえ、返戻されます。

2部【提出用】＋【控用】 を届出

5

郵送の場合は、切手を貼った返信用封筒を同封
してください。



記入方法 様式第9号

事業場特定情報A

協定内容

有効期間B

C
時間外労働協定

休日労働協定

6届出手続情報

遵守確認D

協定締結情報GH



記入方法 様式第9号の2

1枚目

7

2枚目

事業場特定情報A

協定内容C

有効期間B

遵守確認D
届出手続情報H

時間外労働協定

休日労働協定

特別条項

協定締結情報G

遵守確認F

特別条項E



Point

記入方法

「枝番号（3桁）」がある場合に記入

継続一括事業の「整理番号（4桁）」を記入

労働保険番号

＊「加入していない場合」は、記入不要＊

➊ 届出する「対象事業場」の労働保険番号（11桁 or 14桁 or 18桁）を記入

❷ 二元適用事業の場合、雇用保険ではなく「労災保険の番号」を記入

❸ (暫定任意適用事業の場合) 「労災保険に加入している場合」に記入

様式第9号 様式第9号の2 事業場特定情報A

8

個人経営で、常時労働者を使用しない
年間使用延べ労働者数300人未満の林業



記入方法

法人番号

Point

➊ 届出する「対象事業場」の企業の法人番号（13桁）を記入

❷ 個人事業で法人番号の指定を受けていない場合、記入不要

法人番号の検索 法人番号公表サイト

「マイナンバー（個人番号）」を記入しない！！

様式第9号 様式第9号の2 事業場特定情報A

9



記入方法

Point

➊「対象事業場」の業種を記入（企業本社の業種を記入するものではない。）

❷ 複数の事業を行っている場合、「主な業種」を記入（1事業場＝1業種）

製造業 建設業 土石採取業 林業貨物運送業

タクシー業小売業 卸売業

理容業 美容業 銀行 保険業

病院 診療所 社会福祉施設

旅館業

飲食店 清掃業 人材派遣業 警備業 その他の事業

通信業

自動車教習所

学習塾

記入例

事業の種類

様式第9号 様式第9号の2 事業場特定情報A
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Point

➊ 法人は「法人名」を、 個人事業は 「屋号・店舗名」を記入

❷ (上位組織がある場合) 最上位の組織から組織階層順に記入

❸ (本社等の場合) 「本社」等と併記 ①企業名 ➡ ②支社名 ➡ ➂営業所名の順に記入

記入例

記入例

記入例

事業の名称

様式第9号 様式第9号の2 事業場特定情報A記入方法

11

事業の名称

喫茶　ももたろう

事業の名称

厚生労働株式会社　中国支店　岡山営業所

事業の名称

厚生労働株式会社　本社



様式第9号 様式第9号の2記入方法

Point

➊「対象事業場」の所在地を記入

❷「担当部署・担当者名」を記入

記入例

➌ （担当者が本社所在の場合）「本社の所在地（電話番号）」を併記

記入例

事業の所在地（電話番号）

事業場特定情報A

12

問い合わせの必要が
生じた場合のため

問い合わせの必要が
生じた場合のため



有効期間Ｂ

協定の有効期間

Point

➊ 36協定の「有効期間」を記入

❷「有効期間」は、原則、「1年間」
記入例

協定の効力を発生させる期間

様式第9号 様式第9号の2記入方法

13



時間外労働協定

休日労働協定

① 「➁以外」の者

➁ 1年単位の変形労働時間制（対象期間＞3か月）適用労働者

・原則的労働時間制
・1か月単位の変形労働時間制
・フレックスタイム制
・1年単位の変形労働時間制（対象期間≦3か月）

・1週間単位の非定型的変形労働時間制

などの適用労働者

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2記入方法

14



時間外労働をさせる
必要のある具体的事由

Point

➊「時間外労働をさせる事由」を具体的に記入

➋「業務の種類」ごとに記入

時間外労働をさせる
必要のある具体的事由

受注の集中

業務の種類

設計

臨時の受注 機械組立

製品不具合への対応 検査

記入例

記入した事由に限り、時間外労働が可能

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2記入方法
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Point

➊「職種」ごとに、細分化して記入

➋「有害業務」は、区分して記入

労働基準法第36条第6項第1号に規定する業務

業務の種類

機械組立

機械組立
(アーク溶接)

記入例

有害業務の法定時間外労働 ≦ 2時間／1日

業務の種類

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2記入方法

16



有害業務の法定時間外労働は、1日 2時間以内としなければならない。

多量の高熱物体を取り扱う業務及び著しく暑熱な場所における業務

多量の低温物体を取り扱う業務及び著しく寒冷な場所における業務

ラジウム放射線、エックス線その他の有害放射線にさらされる業務

土石、獣毛等のじんあい又は粉末を著しく飛散する場所における業務

異常気圧下における業務

削岩機、鋲打機等の使用によって身体に著しい振動を与える業務

重量物の取扱い等の重激なる業務

ボイラー製造等強烈な騒音を発する場所における

鉛、水銀、クロム、砒素、黄りん、弗素、塩素、塩酸、硝酸、亜硫酸、硫酸、一酸化炭素、二硫化炭素、青酸
ベンゼン、アニリン、その他これに準ずる有害物の粉じん、蒸気又はガスを発散する場所における業務

坑内労働

労働基準法第36条第6項第1号（労働基準法施行規則第18条）に規定する業務

有害業務の法定時間外労働 ≦ 2時間／1日

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆
17



労働者数
(満18歳以上の者)

Point

➊ 法定時間外労働の対象者数を記入

法定時間外労働を行わせる可能性のある人数

労働者数
満18歳
以上の者

３０人
記入例

５人

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2

➋「業務の種類」ごとに記入

記入方法

18



Point

➊ 1日の所定労働時間を記入

所定労働時間
（1日）
（任意）

８時間
記入例

７.５時間 7時間 30分 の場合

8時間 00分 の場合

所定労働時間
（1日）

任意項目

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2

➋「業務の種類」ごとに記入

記入方法
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延長することができる時間数

法定労働時間を超える時間数
（1日）

Point

➊ 法定時間外労働の1日の最長延長時間数

を記入
法定労働時間を
超 え る 時 間 数

２時間
記入例

３時間２０分

● ●

有害業務の法定時間外労働 ≦ 2時間／日

➋ フレックスタイム制適用者は、締結不要
※フレックス制適用者の時間外労働の延長時間は、
「１か月」単位で協定するため、「１日」単位は不要です。

法定労働時間を
超 え る 時 間 数

フレックス
タイム制適用

記入例

★空欄としないで、

フレックスタイム制の
適用者であることを記載

★延長時間数は、必要最小限とするよう努める

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2

❸ 「業務の種類」ごとに記入

記入方法
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Point

➊ 所定時間外労働の1日の最長延長時間数を記入

延長することができる時間数

所定労働時間を超える時間数
（1日）

● ●

1日の所定労働時間超の延長時間を協定した場合に記入任意項目

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2

➋「業務の種類」ごとに記入

記入方法
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Point

➊ 法定時間外労働の1か月の最長延長時間数を記入

法定労働時間を
超 え る 時間 数

１５時間

記入例

２０時間

① 下記②に該当しない労働者

② １年単位の変形労働時間制
により労働する労働者

上限規制

45時間 以内

上限規制

42時間 以内

● ●

延長することができる時間数

法定労働時間を超える時間数
（1箇月）

★延長時間数は、必要最小限とするよう努める

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2

➋「業務の種類」ごとに記入

記入方法
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延長することができる時間数

所定労働時間を超える時間数
（1箇月）

Point

➊ 所定時間外労働の1か月の最長延長時間数を記入
● ●

1か月の所定労働時間超の延長時間を協定した場合に記入任意項目

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2

➋「業務の種類」ごとに記入

記入方法
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Point

➊ 法定時間外労働の1年間の最長延長時間数を記入

法定労働時間を
超 え る 時 間 数

２５０時間

記入例

１５０時間

① 下記②に該当しない労働者

② １年単位の変形労働時間制
により労働する労働者

上限規制

360時間 以内

上限規制

320時間 以内

● ●

延長することができる時間数

法定労働時間を超える時間数
（1年）

★延長時間数は、必要最小限とするよう努める

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2

➋「業務の種類」ごとに記入

記入方法
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Point

➊ 所定時間外労働の1年間の延長時間数を記入
● ●

➋「業務の種類」ごとに記入

延長することができる時間数

所定労働時間を超える時間数
（1年）

1年間の所定労働時間超の延長時間を協定した場合に記入任意項目

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2記入方法

25



起算日
（年月日）

➊ 上限時間（１か月・１年）を起算する日を記入

➋ 起算日 ＝ 協定の対象期間の初日

1か月 1か月 1か月 1か月 1か月 1か月 1か月 1か月 1か月 1か月 1か月 1か月

1年間

起算日

協定の対象期間

Point

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2記入方法

26
令和４年４月１日記入例

起算日
（年月日）



休日労働をさせる
必要のある具体的事由

Point

➊「休日労働をさせる事由」を具体的に記入

➋「業務の種類」ごとに記入

休日労働をさせる必要のある具体的事由

受注の集中

臨時の受注、納期変更
記入例

記入した事由に限り、休日労働が可能

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2記入方法
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業務の種類

Point

➊「職種」ごとに、細分化して記入

業務の種類

設計

機械組立
記入例

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2記入方法
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労働者数
（満18歳以上の者）

Point

➊ 法定休日労働の対象者数を記入

法定休日労働を行わせる可能性のある人数

労働者数
満18歳
以上の者

３０人
記入例

５人

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2

➋「業務の種類」ごとに記入

記入方法
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所定休日
（任意）

Point

➊ 所定休日を記入

➋「業務の種類」ごとに記入

所定休日
（任意）

毎週土・日曜日、祝日
記入例

年間休日制（年間104日）

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2

任意項目

記入方法
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労働させることができる
法定休日の日数

Point

➊ 法定休日労働の日数を記入

➋「業務の種類」ごとに記入

労働させることができる
法 定 休 日 の 日 数

1か月に１日
記入例

1か月に２日

法定休日労働を行わせる可能性のある最大日数

★休日労働日数は、必要最小限とするよう努める

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2記入方法
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労働させることができる法定
休日における始業及び終業の時刻

Point

➊ 法定休日労働での始業･終業時刻を記入
労働させることができる法定

休日における始業及び終業の時刻

８：３０ ～ １７：３０
記入例

８：００ ～ ２０：００

法定休日労働を行わせる可能性のある最長の時間帯

記入した時間帯に限り、休日労働が可能

★休日労働時間は、必要最小限とするよう努める

協定内容Ｃ様式第9号 様式第9号の2

➋「業務の種類」ごとに記入

記入方法
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Point

チェックボックス

➊ 第36条第6項第2号と第3号を遵守することを確認した場合にチェック

▲時間外労働＋休日労働 ＜ 100時間／月

▲複数月平均（含休日労働）≦ 80時間

チェック例

チェックがない協定届は、無効！！

遵守確認D様式第9号 様式第9号の2記入方法
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協定締結情報Ｇ

Point

協定の成立年月日

様式第9号 様式第9号の2記入方法

➊ 「協定の成立日」を記入

労使双方が協議し、協定内容に合意した日（協定の締結日）

34



協定締結情報Ｇ様式第9号 様式第9号の2記入方法
Point

❷【過半数組合がない場合】

「事業場での職名」･「氏名」を記入

記入例

➊【過半数組合がある場合】

「労働組合の名称」･「労働組合での役職名」･「氏名」を記入

記入例

➌ （職名がない場合）「職務名」・「部署･職階」･「職務名･雇用形態」等を記入
職名 自動車運転手 職名 業務課 一般社員 職名 接客担当 アルバイト記入例

職名 検査課 検査２係 係長
氏名 ○○ ○○

職名 ◎◇▽◇労働組合 執行委員長
氏名 ○○ ○○

● ●

● ●

労働者代表者の職名・氏名

印

印

協定書と協定届を兼ねる場合

「記名押印」または「署名」が必要

35

労使双方の合意があることが、明らかになるような方法により締結するよう留意



協定締結情報Ｇ様式第9号 様式第9号の2記入方法

Point

労働者代表者の選出方法

❷ 過半数労働組合の場合は、記入不要

➊ 労働者の過半数代表者の「選出方法」を記入

選出方法 投票による選挙
記入例

選出方法 挙手による選挙

選出方法 投票による信任 選出方法 挙手による信任 選出方法 回覧による信任

✖ 使用者（会社）による指名 ✖ 使用者の意向に基づく選出

「36協定の締結者を選出」することを明らかにした上で、選出することが必要

選出方法 持ち回り決議

36



チェックボックス

Point

➊ 労働者側代表が締結当事者要件を充足している場合にチェック

チェック例

様式第9号 様式第9号の2記入方法 協定締結情報Ｇ

チェックがない協定届は、形式要件不備！！

【過半数組合の場合】

事業場の全労働者の過半数で組織する労働組合であること。

【労働者の過半数代表者の場合】

事業場の全労働者の過半数を代表する者であること。

37



チェックボックス

Point

様式第9号 様式第9号の2記入方法 協定締結情報Ｇ

❷ 過半数労働組合の場合は、チェック不要

チェック例

38

【過半数代表者の適格性】

□ 事業場の全労働者の過半数が選任を支持していること。

□ 管理監督者ではないこと。

□ 適正な民主的手続きにより選出されたこと。

□ 使用者（会社）の意向により選出されていないこと。

チェックがない協定届は、形式要件不備！！

➊ 労働者の過半数代表者が適格性を充足している場合にチェック



様式第9号 様式第9号の2記入方法 協定締結情報Ｇ

使用者の職名・氏名

39

Point

➊ 使用者の「役職名」を記入

❷ 使用者の「氏名」を記入

労使双方の合意があることが、明らかになるような方法により締結するよう留意

協定書と協定届を兼ねる場合

別途、協定書を作成し、協定届に転記する場合

署名捺印 署名 記名押印 記名

署名捺印 署名 記名押印 記名

記入例
職名 代表取締役社長
氏名 ○○ ○○ 印

協定書と協定届を兼ねる場合

「記名押印」または「署名」が必要



届出年月日

Point

➊「届出年月日」を記入

❷ 郵送で届け出る場合は、「郵便ポストへの投函日」を記入

届出手続情報Ｈ様式第9号 様式第9号の2記入方法

40



届出先労基署名

Point

➊「対象事業場」を所轄する労働基準監督署名を記入

届出手続情報Ｈ様式第9号 様式第9号の2記入方法

41



特別条項E

Point

➊「特別条項の発動事由」をより具体的に記入

➋「業務の種類」ごとに記入

臨時的に限度時間を超えて労働させることができる場合

突発的な仕様変更、新システムの導入

業務の種類

設計

製品トラブル・大規模なクレームへの対応 検査
記入例

一時的・突発的に必要のあるものに限定

臨時的に限度時間を超えて労働させることができる場合

特別条項の発動は、記入した事由に限定される。

● ●

様式第9号の2記入方法

42



業務の種類

Point

➊「職種」ごとに、細分化して記入

業務の種類

機械組立

検査
記入例

特別条項E様式第9号の2記入方法
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労働者数
(満18歳以上の者)

Point

➊ 特別条項の発動対象者数を記入

特別延長時間を適用させる可能性のある人数

➋「業務の種類」ごとに記入

労働者数
満18歳
以上の者

1０人
記入例

５人

特別条項E様式第9号の2記入方法

44



記入方法

Point

➊ 法定労働時間超の
1日の特別延長時間を記入

➋「業務の種類」ごとに記入

法定労働時間超の1日の特別延長時間を
協定した場合に記入

任意項目

法定労働時間を超える

特別延長時間数
（1日）

● ●

特別条項E様式第9号の2
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記入方法

Point

➊ 所定労働時間超の
1日の特別延長時間を記入

1日の所定労働時間超の特別延長時間を
協定した場合に記入

任意項目

所定労働時間を超える

特別延長時間数
（1日）

● ●

特別条項E様式第9号の2

➋「業務の種類」ごとに記入

46



記入方法

特別条項の発動限度回数

Point

➊ 特別条項の発動限度回数を記入

1箇月の上限時間数を超えて時間外労働をさせる
可能性のある回数

限度回数 ≧ 6回／年

45時間／月（42時間／月）

限度時間を超え
て労働させるこ
とができる回数
（ 6回以内に限る。 ）

４回
記入例

６回

特別条項E様式第9号の2

➋「業務の種類」ごとに記入
47



記入方法

法定労働時間を超える

特別延長時間数
（1箇月）

Point

● ●

➊ 「法定時間外の1か月の特別延長時間数」と
「休日労働の1か月の最大時間数」の

合算時間数を記入

➋ 100時間未満とすることが必須

法定時間外労働の1か月の特別延長時間数
＋

法定休日労働の1か月の最大時間数
＜ 100時間

● ●

★特別延長時間数は、
限度時間（45時間 or 42時間）に近づけるよう極力努める

特別条項E様式第9号の2

➌「業務の種類」ごとに記入

48



記入方法

法定労働時間を超える

特別延長時間数
（1箇月）

Point

● ●

➊ 「所定時間外の1か月の特別延長時間数」と
「休日労働の1か月の最大時間数」の

合算時間数を記入

1か月の所定労働時間超の特別延長時間を協定した場合に記入任意項目

特別条項E様式第9号の2

❷「業務の種類」ごとに記入
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記入方法

Point

➊ 特別延長時間（1箇月）における
時間外労働手当の割増率を記入

➋ 25％超となるよう努めて設定

限度時間を超
えた労働に係
る割増賃金率

３５％
記入例

２６％

特別延長時間の

割増賃金率
（1箇月）

特別条項E様式第9号の2

➌「業務の種類」ごとに記入
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特別割増賃金率 ＞ 25％



記入方法

起算日
（年月日）

➊ 特別延長時間（1か月・1年）を起算する日を記入

➋ 特別延長時間の起算日 ＝ 36協定の本協定の起算日

Point

特別条項Ｃ様式第9号の2

51

令和４年４月１日記入例
起算日

（年月日）



記入方法

法定労働時間を超える

特別延長時間数
（1年）

Point

➊ 法定時間外労働の1年間の特別延長時間数を記入

法定労働時間を
超 え る 時 間 数

５0０時間記入例
上限規制

720時間 以内

★ 特別延長時間数は、
限度時間（360時間 or 320時間）に近づけるよう努める

特別条項E様式第9号の2

❷「業務の種類」ごとに記入
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記入方法

所定労働時間を超える

特別延長時間数
（1年）

Point

➊ 所定時間外労働の1年間の延長時間数を記入
● ●

➋「業務の種類」ごとに記入

所定労働時間超の1日の特別延長時間を協定した場合に記入任意項目

特別条項E様式第9号の2

53



記入方法

特別延長時間の

割増賃金率
（1年）

Point

➊ 特別延長時間（1年）における
時間外労働手当の割増率を記入

特別割増賃金率 ＞ 25％

➋ 25％超となるよう努めて設定

限度時間を超
えた労働に係
る割増賃金率

３５％
記入例

２６％

特別条項E様式第9号の2

➌「業務の種類」ごとに記入
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記入方法

特別条項の発動手続

Point

➊ 特別条項の発動手続を記入

限度時間を超えて労働させる場合における手続

記入例

労働者代表者との事前協議

限度時間を超えて労働させる場合における手続 労働者代表者への事前申入れ

特別条項を適用する場合には、事前に発動手続を行うことが必要

特別条項E様式第9号の2
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記入方法

特別条項発動対象者に対する

健康・福祉の確保措置
（該当番号）

Point

➊「特別条項の発動対象労働者」に対する健康・福祉措置の該当番号を記入

➋「①～⑨」の内、1個以上の該当番号を選択記入（⑩のみは、指針不適合）

① 労働時間が一定時間を超えた労働者に医師による面接指導を実施すること。
② 深夜時間帯（22時～5時）に労働させる回数を1箇月について一定回数以内とすること。
③ 終業から始業までに一定時間以上の継続した休息時間を確保すること。（勤務間インターバル）
④ 労働者の勤務状況及びその健康状態に応じて、代償休日又は特別な休暇を付与すること。
⑤ 労働者の勤務状況及びその健康状態に応じて、健康診断を実施すること。
⑥ 年次有給休暇についてまとまった日数連続して取得することを含めてその取得を促進すること。
⑦ 心とからだの健康問題についての相談窓口を設置すること。
⑧ 労働者の勤務状況及びその健康状態に配慮し、必要な場合には適切な部署に配置転換をすること。
⑨ 必要に応じて、産業医による助言･指導を受け、又は労働者に産業医等による保健指導を受けさせること。
⑩ その他

特別条項E様式第9号の2
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記入方法

特別条項発動対象者に対する

健康・福祉の確保措置
（具体的内容）

Point

➊「特別条項の発動対象労働者」に対する健康・福祉措置の具体的内容を記入

(該当する番号)

③
記入例

(具体的内容)

対象労働者に11時間の勤務間インターバルを設定

(該当する番号)

②，⑩
(具体的内容)

深夜勤務回数を制限(月1回以内)，職場での時短対策会議の開催(毎月)

特別条項E様式第9号の2
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記入方法

チェックボックス

Point

➊ 第36条第6項第2号と第3号を遵守することを確認した場合にチェック

▲時間外労働＋休日労働 ＜ 100時間／月

▲複数月平均（含休日労働）≦ 80時間

チェック例

チェックがない協定届は、無効！！

遵守確認F様式第9号の2
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